
139 
 

野田容助・黒子正人編『貿易指数の作成と応用：貿易構造の変化と国際比較』調査研究報告書 開発
研究センター 2009-II-03 アジア経済研究所 2010年 
 

第 6章 
韓国における実質為替レートと非貿易財の相対価格 
 

 

三尾寿幸 
 
 
要約 
 

Isard and Symansky (1996)  及び Ito, Isard, and Symansky (1999) は，1973～1992年の韓国

の対米ドル実質為替レートの要因分解を行い，韓国の米国に対する相対的な非貿易財の相

対価格上昇が実質為替レート増価の重要な説明要因となったことを示した。本章は，両者

に倣い 1973～2007年の韓国の対米ドル実質為替レートの要因分解を行い，同様の結果を得

た。1973～2007年の韓国の米国に対する相対的な非貿易財の相対価格上昇は，実質為替レ

ート増価の重要な説明要因となった。韓国の米国に対する相対的な非貿易財の相対価格上

昇の重要な要因は韓国における非貿易財の相対価格の急速な上昇であった。この背景には，

韓国の商品輸出の大部分を占め，1975～2005年の 5年ごとの輸出比率が約 2割から 3割で

あった製造業の非貿易財産業に対する相対的に緩やかな価格上昇があった。製造業の中の，

とりわけ電気・電子機械器具製造業，精密機械器具製造業及び輸送用機械器具製造業にお

ける緩やかな価格上昇は，貿易財価格上昇を抑制した。 
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はじめに 
 
第 1節では，Isard and Symansky (1996)  及び Ito, Isard, and Symansky (1999)により示され

た実質為替レートの要因分解を紹介し，この方法を用いる分析がバラッサ＝サミュエルソ
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ン効果の傍証を与えうること説明する。第 2節では，第 1節の方法により 1973～2007年の

韓国の対米ドル実質為替レートの要因分解を行い，韓国の米国に対する相対的な非貿易財

の相対価格上昇が実質為替レート増価の重要な説明要因となったことを示す。韓国におけ

る非貿易財の相対価格上昇の背景を分析するために，第 3節では，標準国際貿易商品分類

(SITC) の中分類に基づく主要商品の輸出総額に占める割合の推移と 1975～2005年の 5年

ごとの貿易財産業における産業別の輸出比率を示す。更に，貿易財産業と非貿易財産業に

おける 1973～2007年の産業別の価格上昇率を示す。 

 
1. 実質為替レートの要因分解とバラッサ＝サミュエルソン効果 

 
本節では，Isard and Symansky (1996)  及び Ito, Isard, and Symansky (1999)により示された

実質為替レートの要因分解を紹介し，この方法を用いる分析がバラッサ＝サミュエルソン

効果の傍証を与えうることを説明する。 

Isard and Symansky (1996)  及び Ito, Isard, and Symansky (1999)では，貿易財価格と非貿易

財価格からなる一般物価から実質為替レートが作成される。自国貿易財価格を ்݌，自国

非貿易財価格を ݌ே，自国一般物価に占める非貿易財価格の割合を1ߙとする。自国一般物
価 ݌は(1)式により定義される。 

 

݌                                        ൌ ܰ݌ߙ ൅ ሺ1 െ  ሺ1ሻ                                                                       ்݌ሻߙ

 

外国貿易財価格を כ்݌，外国非貿易財価格を ݌ேכ，外国一般物価に占める非貿易財価格の割

合をכߙとする。外国一般物価 כ݌は(2)式により定義される。 

 

כ݌                                        ൌ כே݌ כߙ ൅ ሺ1 െ כ்݌ሻכߙ                                                                 ሺ2ሻ  

 

݁を外国通貨 1単位当たりの自国通貨で測った名目為替レートとし，実質為替レートの定
義から(3)式が得られる。 

 

                               
݌
כ݌݁

ൌ
ே݌ߙ ൅ ሺ1 െ ்݌ሻߙ

݁ሺ݌כߙேכ ൅ ሺ1 െ כ்݌ሻכߙ ሻ
                                                            ሺ3ሻ 
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(3)式を変形すると(4)式が得られる。 

 

                             
݌
כ݌݁ 

ൌ
்݌
כ்݌݁

ൈ
ߙ
כߙ

ൈ ൮

1
α െ 1 ൅ ே݌

்݌
1
כߙ െ 1 ൅ כே݌

כ்݌
൲                                        ሺ4ሻ 

 

実質為替レート(כ݌݁/݌)は，自国の外国に対する貿易財の相対価格(כ்݌݁/்݌ )，自国の外

国に対する相対的な非貿易財価格の一般物価に占める割合(כߙ/ߙ)，及び自国における非貿

易財の相対価格ሺ݌ே/்݌ሻと外国における非貿易財の相対価格ሺ݌ேכ כ்݌/ ሻを伴う項の積に分解

される。 

自国の外国に対する相対的な貿易財産業の相対的生産性が実質為替レートに及ぼす効

果は，バラッサ＝サミュエルソン効果と呼ばれる（Balassa (1964) 及び Samuelson (1964)）。

バラッサ＝サミュエルソン効果では，貿易財に関する一物一価の法則の成立と労働の可動

性による貿易財産業と非貿易財産業の名目賃金均等化が仮定される。ここでは，自国は小

国であり，貿易財価格は外国の貿易財価格により規定されると仮定する。 

例えば，自国における貿易財産業で生産性上昇が起きたとする。生産性上昇により貿

易財産業の実質賃金が上昇すれば，仮定により貿易財価格は外国の貿易財価格と等しく一

定であるために，貿易財産業の名目賃金は上昇する。仮定により非貿易財産業の名目賃金

も上昇する。非貿易財産業の賃金上昇は生産費用を高め，非貿易財価格を上昇させる。し

たがって，非貿易財の相対価格は上昇する。貿易財価格不変での非貿易財価格上昇は貿易

財と非貿易財からなる一般物価上昇と実質為替レート増価をもたらす。自国の外国に対す

る相対的な貿易財産業の相対的生産性上昇は実質為替レートを増価させる。 

 (4)式において貿易財に関する一物一価の法則の成立を仮定すれば右辺第 1項は 1とな

る。上記の例における自国の貿易財産業の生産性上昇による非貿易財の相対価格上昇は，

(4)式において，ߙとכߙ，及び外国における非貿易財の相対価格を一定として，実質為替レ

ートを増価させる。(4)式において非貿易財の相対価格と実質為替レートの関係を考察する

ことにより，バラッサ＝サミュエルソン効果の傍証を得ることができる。 

 

2. 韓国における実質為替レートの要因分解（1973～2007年） 
 

Isard and Symansky (1996) 及び Ito, Isard, and Symansky (1999) は，1973～1992年に韓国

の米国に対する相対的な一人当たり国内総生産の急速な成長が韓国の米国に対する相対的

な非貿易財の相対価格の急速な上昇を伴ったことを示した。また両者は，第 1節 (4)式に

基づき他のAPEC諸国と共に韓国について 1973～1992年の対米ドル実質為替レートの要

因分解を行い，韓国の米国に対する相対的な非貿易財の相対価格上昇が実質為替レート増
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価の重要な説明要因となったことを示した。要因分解において，実質為替レートを構成す

る一般物価には，貿易財産業として製造業，非貿易財産業としてサービス産業が適用され

た。本節は，Isard and Symansky (1996)  及び Ito, Isard, and Symansky (1999)に倣い 1973～

2007年の韓国の対米ドル実質為替レートの要因分解を行う。 

貿易財産業は，製造業（国際標準産業分類 (ISIC) （改訂第 3版）(D)），鉱業，採石

業(C)及び電気・ガス・水道業(E)から構成される。これは，米国のデータが製造業と鉱業，

採石業及び電気・ガス・水道業の合計としてしか利用可能でないためである。また，非貿

易財産業は，建設業(F)， 卸売・小売業；自動車，オートバイ及び個人・家庭用品修理業，

飲食店，宿泊業，運輸業，倉庫業及び通信業(G～I)，金融仲介業，不動産業，物品賃貸業

及び事業サービス業(J～K)，公務及び国防，強制社会保障事業，教育，保健衛生及び社会

事業，その他の共同体，社会及び個人サービス業及び雇人のいる個人世帯(L～P)から構成

される。米国のデータはG～Iの合計としてしか利用可能でないために，運輸業，倉庫業

及び通信業(I)も，便宜上非貿易財産業に区分した2。 

価格に関し使用したデータは国内総生産統計における経済活動別の名目国内総生産と

実質国内総生産（2000年固定価格）である。韓国のデータは基準価格(basic price)，米国の

データは要素費用に基づく。価格は経済活動別の名目国内総生産を実質国内総生産で除し

て作成された。韓国のデータの出所は，1973～2000年は韓国銀行（章末ウェブサイトリス

ト番号 1），2001～2007年はNational Accounts of OECD Countries Volume IIa, 1995-2006 

Detailed Tables. 2008 (OECD)である。米国のデータの出所は， Annual National Accounts - 

Volume 2, 1970-2007 (2008 prov)- Detailed aggregates (OECD)（章末ウェブサイトリスト番号

2）である。名目為替レートに関し使用したデータはウォンの対米ドル為替レート（市場レ

ート，期間平均）（International Financial Statistics. CD ROM. August 2009 (IMF)）である。 

(1)式及び(2)式に基づき作成された韓国と米国における 1973～2007年の一般物価と実際

のGDPデフレーターの，平方根をとった平均自乗誤差率 (Root Mean Square Percentage 

Error)はそれぞれ 6.9%，4.6%である。本節で作成された一般物価が実際のGDPデフレータ

ーを近似しているため，(3)式に基づき作成された実質為替レートを実際のGDPデフレー

ターを用い作成された実質為替レートの近似値と見なし，本章では実質為替レートと呼ぶ。 

1973年の値を１とする，実質為替レート，(4)式右辺の 3個の項, 及び韓国の米国に対す

る相対的な非貿易財の相対価格(݌ே/்݌ሻ/ሺ݌ேכ כ்݌/ ሻを図１に示した。(4)式右辺第 1項は実質

為替レートの短期的変化の説明要因になっている。第 2項は実質為替レート減価の説明要

因になっており，また第 3項は増価の重要な説明要因になっている。更に，韓国の米国に

対する相対的な非貿易財の相対価格は，第 3項の重要な説明要因となっている。 
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  (3)式に基づき計算された実質為替レート ሺכ݌݁/݌) 
   韓国の米国に対する相対的な非貿易財の相対価格 ((ܶ݌/ܰ݌ሻ/ሺכܰ݌ כܶ݌/ ሻሻ 

  韓国の米国に対する貿易財の相対価格 (כܶ݌݁/ܶ݌ ) 

  韓国の米国に対する相対的な非貿易財価格の一般物価に占める割合 (כߙ/ߙ) 

  (4)式右辺第 3項 ሺሺ1/ߙ െ 1 ൅ כߙ/ሻ/ሺ1ܶ݌/ܰ݌ െ 1 ൅ כܰ݌ כܶ݌/ ሻሻ 

図 1. 実質為替レートの要因分解  

（1973年の値を 1とする） 

 
 

 
 

 

 

 

（出所）Isard and Symansky（1996）figure 2-7に倣い，韓国銀行及びOECDウェブサイト(Annual 

National Accounts - Volume 2, 1970-2007 (2008 prov)- Detailed aggregates)（章末ウェブ

サイトリストの番号 1 と 2），National Accounts of OECD Countries Volume IIa, 

1995-2006 Detailed Tables. 2008 (OECD)，International Financial Statistics. CD ROM. 

August 2009 (IMF) に基づき筆者作成。 

 

韓国の米国に対する相対的な非貿易財の相対価格上昇は実質為替レート増価の重要な

説明要因となった。韓国の米国に対する相対的な非貿易財の相対価格上昇の重要な要因は，

韓国における非貿易財の相対価格の急速な上昇であった（図 2）。1973～2007年平均で米

国における非貿易財の相対価格は 1.2%上昇したのに対し，韓国における非貿易財の相対価

格は 3.6%上昇した。1973～2007年の韓国における非貿易財の相対価格上昇に伴う実質為

替レート増価は，バラッサ＝サミュエルソン効果の傍証となる3。韓国における非貿易財の

相対価格上昇の背景を分析するために，次節では韓国における商品輸出，貿易財産業にお

ける産業別の輸出比率及び産業別の価格変化を示す。 
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図 2. 韓国と米国における非貿易財の相対価格  

（1973年の値を 1とする） 

 
         韓国における非貿易財の相対価格 (݌ே/்݌ሻ  

米国における非貿易財の相対価格 ሺ݌ேכ כ்݌/ ሻ 
 

（出所）韓国銀行及びOECDウェブサイト(Annual National Accounts - Volume 2,  

1970-2007 (2008 prov)- Detailed aggregates)（章末ウェブサイトリストの 

番号 1と 2），National Accounts of OECD Countries Volume IIa,  

1995-2006 Detailed Tables. 2008 (OECD)に基づき筆者作成。 

 

3. 韓国における商品輸出，貿易財産業における産業別の輸出比率及び 
産業別の価格変化 

 
3.1 商品輸出 

 

韓国における輸出総額（米ドル建て）は 1973～2007年に年平均 15.0%増加した。化学工

業の生産品，原料別製品，機械類及び輸送機器類，雑製品に区分される，製造業の商品が，

商品輸出の大部分を占めた（表 1）。1973～2007年に機械類及び輸送機器類の輸出総額に

占める割合は，13.6％から 58.3％に上昇した。原料別製品の割合は 34.6％から 14.0％に低

下した。化学工業の生産品の割合は 1.5％から 10.1％に上昇した。雑製品の割合は 35.0％か

ら 8.7％に低下した。表 2と表 3には，標準国際貿易商品分類の中分類により，1973～1987

年及び 1988～2007年の化学工業の生産品，原料別製品，機械類及び輸送機器類，雑製品に
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属する商品の輸出総額に占める割合の推移を示した。表 2と表 3は標準国際貿易商品分類

のそれぞれ改訂第 2版，改訂第 3版に基づく。 

機械類及び輸送機器類の割合の上昇の背景には，電気・電子機械器具製造業，輸送用機

械器具製造業及び機械器具製造業による輸出の割合の上昇があった。電気・電子機械器具

製造業に属する電気機器及びその部分品（家庭電気製品に対応する電気式でない機器を含

む）の割合は 1988～2007年に 10.6%から 13.7%へ上昇した。また，同産業に属する通信機

器，録音及び音声再生装置の割合は 1988～2007年に 10.2%から 12.5%へ上昇した。輸送用

機械器具製造業に属する道路走行車両（エアークッション乗物を含む）の割合は，1988～

2007年に 7.5%から 13.2%へ上昇した。その他の輸送機器の割合は，1988～2007年に 3.2%

から 7.4%へ上昇した。機械器具製造業に属する産業用機器類の割合は 1988～2007年に

0.7%から 3.3%へ上昇した。 

原料別製品の割合の低下の背景には，木材・紙製造業及び出版・印刷業，繊維工業, 繊

維製品製造業及び皮革・皮革製品製造業による輸出の割合の低下があった。木材・紙製造

業に属するコルク及び木製品（家具を除く）の割合は，1973～1987年に 9.5%から 0.2%へ

低下した。繊維工業，繊維製品製造業に属する紡織用繊維の糸，織物及び繊維製品の割合

は 1973～1987年に 13.9%から 8.6%へ低下した。他方，金属・金属製品製造業に属する鉄

鋼の割合は，1973～1987年に 5.9%から 4.9%へ低下し，1988～2007年に 5.3%から 5.1%へ

低下したが，1973～2007年の間に安定的に推移した。 

化学工業の生産品の割合の上昇の背景には，化学工業に属するプラスチック（一次製品

の形態のもの）と有機化学品の割合の上昇があった。プラスチック（一次製品の形態のも

の）の割合は，1988～2007年に 0.7%から 3.6%へ上昇した。有機化学品の割合は，1988～

2007年に 0.8%から 4.0%へ上昇した。 

雑製品の割合の低下の背景には，繊維工業，繊維製品製造業及び皮革・皮革製品製造業

による輸出の割合の低下があった。 繊維製品製造業に属する衣類及びその付属品の割合は，

1973～1987年に 23.2%から 15.9%へ低下し，1988～2007年に 14.3%から 0.5%へ低下した。

他方，精密機械器具製造業に属する光学機器，医療用機器，計測機器及び制御機器の割合

は 1988～2007年に 0.5%から 5.8%へ上昇した。 
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注
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(1
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3 ～
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87
年
は
標
準
国
際
貿
易
商
品
分
類
（
改
訂
第

2 版
）
（
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TC
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ev

 2
）

, 1
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8 ～
20
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年
は
標
準
国
際
貿
易
商
品
分
類
（
改
訂
第

3 版
）
（
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TC
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ev

 3
）
に
基
づ
く
。

   
   

   
   

(2
) 標
準
国
際
貿
易
商
品
分
類
（
改
訂
第

3 版
）
で
は
食
料
品
と
動
物
（
生
き
て
い
る
も
の
）
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表
2.

 化
学
工
業
の
生
産
品
，
原
料
別
製
品
，
機
械
類
及
び
輸
送
機
器
類
，
雑
製
品
に
属
す
る
中
分
類
の
商
品
の
輸
出
総
額
に
占
め
る
割
合
（

19
73
～

19
87
年
）
（

%
）

(1
)
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19
74

19
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19
76

19
77

19
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19
79

19
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19
81

19
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19
83

19
84
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85
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86

19
87

化
学
工
業
の
生
産
品
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5

2.
1

1.
3

1.
5

2.
2

2.
6

3.
3

4.
3

3.
0

3.
1

2.
8

2.
9

3.
1

3.
1

2.
8

有
機
化
学
品
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5

1.
2

0.
6

0.
6

0.
8

0.
6

0.
9

0.
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0.
7

0.
7

0.
7

0.
8

0.
8

0.
8

無
機
化
学
品
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1
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2
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2

0.
3
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3
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0.
3

0.
2
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0.
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0.
2

0.
2

0.
2

0.
1

染
料
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な
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し
剤
及
び
着
色
剤
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1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
2

医
薬
品

0.
1

0.
1

0.
2

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
2

0.
2

精
油
，
香
料
，
化
粧
品
，
洗
剤
及
び
み
が
き
料
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0.
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肥
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－
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2
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1
0.

1
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7
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3
1.

5
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0
0.

9
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0
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8
0.

8
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7
0.

5
0.

4
火
薬
類
及
び
加
工
品

0.
00

2
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00
6

0.
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0.
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0.
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0.
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0.
02

0.
02

0.
02

0.
04

0.
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0.
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0.
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0.
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5
0.

00
6

人
造
樹
脂
，
人
造
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
，
セ
ル
ロ
ー
ス
エ
ス
テ
ル
及
び
セ
ル
ロ
ー
ス
エ
ー
テ
ル

0.
4

0.
3

0.
2

0.
1

0.
1

0.
2

0.
2

0.
8

0.
6

0.
8

0.
7

0.
8

1.
0

1.
0

0.
9

そ
の
他
の
化
学
工
業
生
産
品

0.
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0.
1

0.
1

0.
04

0.
04

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
2

0.
2

原
料
別
製
品
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.6

33
.2
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.4
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.4

30
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.9
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.1
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.7

34
.0
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.5
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革
，
革
製
品
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び
毛
皮
（
仕
上
げ
し
た
も
の
）
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2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
4

0.
2

0.
3

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
3

0.
4

ゴ
ム
製
品

0.
6

1.
5

1.
8

1.
8

1.
6

1.
8

2.
3

2.
9

2.
3

1.
4

1.
6

1.
7

1.
6

1.
6

1.
5

コ
ル
ク
及
び
木
製
品
（
家
具
を
除
く
）

9.
5

4.
5

4.
5

4.
7

4.
2

3.
6

3.
3

2.
3

2.
1

1.
1

0.
7

0.
4

0.
2

0.
3

0.
2

紙
，
板
紙
及
び
こ
れ
ら
の
製
品
並
び
に
製
紙
用
パ
ル
プ
の
製
品

0.
9

0.
9

0.
7

0.
8

0.
7

0.
8

0.
6

0.
8

0.
8

0.
5

0.
5

0.
4

0.
4

0.
6

0.
7

紡
織
用
繊
維
の
糸
，
織
物
及
び
繊
維
製
品

13
.9

11
.2

13
.0

12
.5

10
.9

12
.2

12
.1

12
.6

11
.6

10
.3

9.
9

8.
9

8.
4

9.
3

8.
6

そ
の
他
の
非
金
属
鉱
物
製
品

1.
5

1.
9

2.
1

2.
4

2.
7

2.
2

1.
9

2.
5

2.
8

2.
6

1.
7

1.
2

1.
1

1.
3

1.
3

鉄
鋼

5.
9

10
.1

4.
6

4.
8

3.
9

4.
5

7.
3

9.
4

8.
7

8.
7

7.
5

7.
0

6.
0

5.
6

4.
9

非
鉄
金
属

0.
2

0.
3

0.
1

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
5

0.
5

0.
5

0.
6

0.
4

0.
4

0.
4

0.
5

そ
の
他
の
金
属
製
品

2.
0

2.
7

2.
5

3.
0

5.
8

4.
2

4.
1

4.
4

5.
2

5.
1

5.
8

4.
9

5.
0

4.
1

3.
4

機
械
類
及
び
輸
送
機
器
類

13
.6

16
.2

15
.0

17
.9

18
.4

21
.3

21
.5

20
.3

22
.8

28
.2

32
.6

35
.8

37
.6

33
.6

35
.8

原
動
機

0.
1

0.
3

0.
1

0.
3

0.
3

0.
3

0.
4

0.
5

0.
5

0.
6

0.
5

0.
6

0.
8

0.
6

0.
9

産
業
用
機
器
類

0.
4

0.
4

0.
3

0.
4

0.
4

0.
5

0.
5

0.
4

0.
4

0.
4

0.
9

0.
3

0.
3

0.
4

0.
5

金
属
加
工
機
械

0.
1

0.
1

0.
03

0.
01

0.
03

0.
04

0.
1

0.
2

0.
2

0.
2

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

そ
の
他
の
一
般
工
業
用
機
械
及
び
そ
の
部
分
品

0.
2

0.
3

0.
3

0.
3

0.
2

0.
4

0.
5

0.
6

0.
7

0.
6

0.
5

0.
5

0.
7

0.
9

1.
1

事
務
用
機
器
及
び
自
動
デ
ー
タ
処
理
機
器

1.
0

0.
9

0.
9

0.
7

0.
6

0.
6

0.
6

0.
5

0.
4

0.
6

1.
0

1.
5

1.
9

2.
9

3.
4

通
信
機
器
，
録
音
及
び
音
声
再
生
装
置

3.
8

4.
3

4.
0

5.
5

5.
2

5.
9

6.
7

6.
2

6.
0

5.
1

6.
3

6.
3

6.
5

9.
0

10
.5

電
気
機
器
及
び
そ
の
部
分
品
（
家
庭
電
気
製
品
に
対
応
す
る
電
気
式
で
な
い
機
器
を
含
む
）

7.
1

7.
2

5.
8

6.
2

5.
0

4.
8

5.
3

5.
3

4.
7

5.
3

6.
3

7.
5

6.
4

8.
2

8.
9

道
路
走
行
車
両

0.
3

0.
3

0.
2

0.
3

0.
7

1.
4

2.
0

2.
1

2.
2

1.
9

1.
4

2.
3

3.
2

5.
3

7.
6

そ
の
他
の
輸
送
機
器

0.
4

2.
4

3.
4

4.
1

6.
1

7.
5

5.
3

4.
5

7.
5

13
.5

15
.8

16
.6

17
.5

6.
2

2.
8

雑
製
品

35
.0

33
.5

35
.8

37
.9

34
.1

34
.7

32
.3

29
.9

30
.6

29
.9

27
.5

27
.7

27
.6

32
.0

32
.5

衛
生
用
品
，
配
管
工
事
関
係
品
，
暖
房
器
具
及
び
照
明
器
具

0.
03

0.
02

0.
01

0.
02

0.
03

0.
04

0.
02

0.
03

0.
04

0.
04

0.
03

0.
04

0.
06

0.
09

0.
11

家
具
及
び
そ
の
部
分
品

0.
5

0.
3

0.
2

0.
3

0.
3

0.
3

0.
2

0.
2

0.
3

0.
2

0.
3

0.
2

0.
2

0.
3

0.
4

旅
行
用
具
，
ハ
ン
ド
バ
ッ
グ
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
物
品

1.
0

1.
1

1.
6

1.
9

1.
9

2.
2

1.
7

1.
5

1.
6

1.
6

1.
7

1.
6

1.
6

1.
8

2.
0

衣
類
及
び
そ
の
付
属
品

23
.2

21
.5

22
.6

24
.1

20
.6

20
.3

19
.1

16
.8

18
.2

17
.3

15
.2

15
.4

14
.7

15
.8

15
.9

は
き
物

3.
3

4.
0

3.
8

5.
2

4.
9

5.
4

4.
9

5.
0

4.
8

5.
3

5.
1

4.
6

5.
1

5.
9

5.
8

光
学
機
器
，
医
療
用
機
器
，
計
測
機
器
及
び
制
御
機
器

0.
3

0.
3

0.
3

0.
5

0.
4

0.
4

0.
4

0.
5

0.
4

0.
4

0.
4

0.
4

0.
3

0.
4

0.
5

写
真
用
機
器
，
そ
の
他
の
光
学
用
品
及
び
時
計

0.
5

0.
9

1.
1

1.
5

1.
2

1.
3

1.
2

1.
4

1.
4

1.
0

1.
0

1.
0

0.
9

1.
1

1.
1

そ
の
他
の
雑
製
品

6.
2

5.
4

6.
3

4.
5

4.
8

4.
8

4.
8

4.
3

3.
9

1.
8

3.
9

4.
4

4.
8

6.
5

6.
6

 (
出
所
）

K
or

ea
 S

ta
tis

tic
al 

Y
ea

rb
oo

k.
 1

98
0,

19
85

,1
98

8,
 B

ur
ea

u 
of

 S
ta

tis
tic

s, 
Ec

on
om

ic 
Pl

an
nin

g 
Bo

ar
d に
基
づ
き
筆
者
作
成
。
商
品
の
訳
語
は
国
際
連
合

(1
98

4)
に
基
づ
く
。

（
注
）

(1
) 標
準
国
際
貿
易
商
品
分
類
（
改
訂
第

2 版
）
（

SI
TC

 R
ev

 2
）
に
基
づ
く
。

　
  　

  (
2)
 
（
－
）
は
記
載
無
し
。
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表
3.

 化
学
工
業
の
生
産
品
，
原
料
別
製
品
，
機
械
類
及
び
輸
送
機
器
類
，
雑
製
品
に
属
す
る
中
分
類
の
商
品
の
輸
出
総
額
に
占
め
る
割
合
（

19
88
～

20
07
年
）
（

%
）

(*
)

19
88

19
89

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

化
学
工
業
の
生
産
品

3.
1

3.
3

3.
7

4.
4

5.
8

6.
0

6.
6

7.
2

7.
1

7.
8

7.
7

7.
5

8.
0

8.
3

8.
5

8.
7

9.
1

9.
8

9.
8

10
.1

有
機
化
学
品

0.
8

0.
8

1.
1

1.
3

1.
8

1.
8

2.
0

2.
1

2.
1

2.
5

2.
4

2.
4

2.
8

2.
7

2.
8

3.
0

3.
4

3.
7

3.
9

4.
0

無
機
化
学
品

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
3

0.
3

0.
3

0.
3

0.
3

0.
3

0.
3

0.
3

0.
3

0.
3

染
料
，
な
め
し
剤
及
び
着
色
剤

0.
2

0.
2

0.
2

0.
3

0.
3

0.
3

0.
4

0.
3

0.
4

0.
4

0.
4

0.
4

0.
4

0.
4

0.
4

0.
4

0.
4

0.
4

0.
4

0.
3

医
薬
品

0.
1

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

精
油
，
香
料
，
化
粧
品
，
洗
剤
及
び
み
が
き
料

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

肥
料
(
第
27
2
部
の
そ
れ
以
外
の
も
の
）

0.
4

0.
3

0.
3

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
（
一
次
製
品
の
形
態
の
も
の
）

0.
7

0.
9

1.
0

1.
4

2.
1

2.
2

2.
5

2.
9

2.
6

3.
0

3.
1

2.
9

3.
0

3.
1

3.
1

3.
3

3.
4

3.
8

3.
6

3.
6

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
の
製
品

0.
5

0.
5

0.
5

0.
5

0.
6

0.
6

0.
6

0.
7

0.
7

0.
7

0.
7

0.
7

0.
7

0.
8

0.
9

0.
8

0.
8

0.
8

0.
7

0.
7

そ
の
他
の
化
学
工
業
生
産
品

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
3

0.
3

0.
3

0.
3

0.
4

0.
4

0.
4

0.
4

0.
4

0.
5

0.
5

0.
5

0.
5

0.
5

0.
5

0.
6

原
料
別
製
品

20
.8

22
.0

21
.9

22
.4

24
.1

25
.2

23
.9

22
.0

20
.8

21
.4

21
.6

19
.4

17
.6

17
.8

16
.6

15
.5

14
.6

14
.4

14
.3

14
.0

革
，
革
製
品
及
び
毛
皮
（
仕
上
げ
し
た
も
の
）

0.
2

0.
3

0.
5

0.
7

1.
0

1.
2

1.
4

1.
2

1.
3

1.
2

0.
9

0.
8

0.
8

0.
8

0.
7

0.
5

0.
4

0.
3

0.
3

0.
2

ゴ
ム
製
品

1.
4

1.
4

1.
5

1.
4

1.
5

1.
6

1.
4

1.
2

1.
4

1.
2

1.
3

1.
2

0.
9

1.
1

1.
1

1.
0

0.
9

1.
0

0.
9

0.
9

コ
ル
ク
及
び
木
製
品
（
家
具
を
除
く
）

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
04

0.
04

0.
03

0.
02

0.
01

0.
01

紙
，
板
紙
及
び
こ
れ
ら
の
製
品
並
び
に
製
紙
用
パ
ル
プ
の
製
品

0.
6

0.
6

0.
7

0.
6

0.
7

0.
7

0.
9

0.
9

0.
9

1.
1

1.
3

1.
2

1.
1

1.
1

1.
0

0.
9

0.
8

0.
8

0.
7

0.
6

紡
織
用
繊
維
の
糸
，
織
物
及
び
繊
維
製
品

8.
0

8.
6

9.
3

10
.2

10
.7

10
.9

11
.1

9.
8

9.
8

9.
8

8.
5

8.
1

7.
4

7.
3

6.
7

5.
6

4.
3

3.
7

3.
1

2.
8

そ
の
他
の
非
金
属
鉱
物
製
品

1.
2

1.
3

1.
0

0.
9

0.
8

0.
8

0.
7

0.
5

0.
5

0.
4

0.
5

0.
5

0.
5

0.
6

0.
5

0.
5

0.
5

0.
5

0.
4

0.
4

鉄
鋼

5.
3

5.
7

5.
4

5.
4

5.
9

6.
0

4.
9

4.
3

4.
0

4.
2

5.
4

4.
1

3.
9

3.
9

3.
5

4.
0

4.
6

5.
0

4.
9

5.
1

非
鉄
金
属

0.
7

0.
8

0.
6

0.
5

0.
6

0.
6

0.
8

0.
9

0.
8

1.
2

1.
5

1.
3

1.
1

1.
1

1.
2

1.
3

1.
5

1.
5

2.
2

2.
1

そ
の
他
の
金
属
製
品

3.
3

3.
1

2.
8

2.
6

2.
8

3.
4

2.
6

3.
0

2.
0

2.
2

2.
0

2.
1

1.
8

1.
9

1.
8

1.
7

1.
5

1.
7

1.
9

1.
9

機
械
類
及
び
輸
送
機
器
類

38
.6

37
.7

36
.6

41
.7

42
.5

44
.9

49
.0

52
.5

52
.1

50
.0

49
.2

54
.3

58
.2

57
.6

61
.3

62
.5

63
.0

61
.0

59
.1

58
.3

原
動
機

0.
7

0.
9

1.
1

1.
3

1.
0

1.
0

1.
0

1.
0

0.
5

0.
6

0.
8

0.
8

0.
9

1.
2

1.
1

0.
9

0.
9

1.
0

1.
0

1.
0

産
業
用
機
器
類

0.
7

0.
8

1.
0

1.
1

1.
2

1.
5

1.
8

2.
1

2.
5

2.
4

1.
8

1.
7

1.
9

2.
1

2.
4

2.
6

2.
7

2.
8

3.
0

3.
3

金
属
加
工
機
械

0.
2

0.
2

0.
2

0.
3

0.
3

0.
2

0.
3

0.
4

0.
5

0.
4

0.
5

0.
4

0.
4

0.
4

0.
4

0.
5

0.
6

0.
6

0.
7

0.
7

そ
の
他
の
一
般
工
業
用
機
械
及
び
そ
の
部
分
品

1.
4

1.
5

1.
5

1.
6

1.
9

2.
0

2.
3

2.
3

2.
3

2.
4

2.
4

2.
5

2.
6

3.
0

2.
9

2.
8

2.
7

2.
7

2.
7

2.
8

事
務
用
機
器
及
び
自
動
デ
ー
タ
処
理
機
械

4.
2

4.
4

4.
2

4.
1

4.
0

4.
2

3.
8

4.
0

4.
4

4.
7

4.
1

7.
4

11
.4

9.
0

10
.1

9.
3

8.
5

6.
2

5.
5

3.
6

通
信
機
器
，
録
音
及
び
音
声
再
生
装
置

10
.2

9.
7

7.
2

9.
1

8.
5

8.
6

8.
6

7.
1

6.
9

5.
7

5.
3

7.
3

8.
3

10
.6

12
.4

13
.7

14
.4

13
.3

11
.5

12
.5

電
気
機
器
及
び
そ
の
部
分
品
（
家
庭
電
気
製
品
に
対
応
す
る
電
気
式
で
な
い
機
器
を
含
む
）

10
.6

11
.4

11
.6

13
.1

14
.0

15
.0

18
.9

22
.8

19
.7

19
.0

18
.5

19
.3

18
.5

14
.4

14
.6

14
.8

14
.4

15
.1

14
.9

13
.7

道
路
走
行
車
両
（
エ
ア
ー
ク
ッ
シ
ョ
ン
乗
物
を
含
む
）

7.
5

5.
6

5.
1

5.
0

5.
7

7.
0

6.
9

8.
1

9.
5

9.
3

8.
9

9.
3

9.
0

10
.2

10
.6

11
.8

12
.6

13
.1

13
.0

13
.2

そ
の
他
の
輸
送
機
器

3.
2

3.
2

4.
7

6.
2

5.
8

5.
3

5.
4

4.
7

5.
9

5.
5

6.
9

5.
5

5.
2

6.
8

6.
8

6.
0

6.
2

6.
2

6.
8

7.
4

雑
製
品

30
.9

30
.4

24
.0

24
.5

20
.7

17
.3

14
.1

10
.7

9.
4

8.
8

9.
4

9.
7

7.
2

7.
5

6.
4

6.
2

5.
8

7.
1

8.
2

8.
7

プ
レ
ハ
ブ
建
築
物
，
衛
生
用
品
，
配
管
工
事
関
係
品
，
暖
房
器
具
及
び
照
明
器
具

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

家
具
及
び
そ
の
部
分
品
，
寝
具
，
マ
ッ
ト
レ
ス
，

マ
ッ
ト
レ
ス
サ
ポ
ー
ト
，
ク
ッ
シ
ョ
ン
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
詰
物
を
し
た
物
品

旅
行
用
具
，
ハ
ン
ド
バ
ッ
グ
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
物
品

1.
8

1.
8

1.
7

1.
4

1.
2

1.
0

0.
7

0.
5

0.
4

0.
3

0.
3

0.
3

0.
2

0.
2

0.
1

0.
1

0.
04

0.
03

0.
02

0.
02

衣
類
及
び
そ
の
付
属
品

14
.3

14
.6

12
.1

10
.3

8.
8

7.
5

5.
9

4.
0

3.
3

3.
1

3.
5

3.
4

2.
9

2.
9

2.
4

1.
9

1.
3

0.
9

0.
7

0.
5

は
き
物

6.
3

5.
8

2.
2

5.
3

4.
2

2.
8

1.
9

1.
2

1.
0

0.
7

0.
6

0.
6

0.
5

0.
5

0.
4

0.
3

0.
2

0.
2

0.
1

0.
1

光
学
機
器
，
医
療
用
機
器
，
計
測
機
器
及
び
制
御
機
器

0.
5

0.
6

0.
6

0.
6

0.
6

0.
6

0.
6

0.
6

0.
6

0.
9

1.
3

2.
0

0.
5

0.
5

0.
5

1.
0

1.
7

3.
5

5.
0

5.
8

写
真
用
機
器
，
そ
の
他
の
光
学
用
品
及
び
時
計

0.
9

0.
8

0.
8

0.
8

0.
8

0.
8

0.
8

0.
7

0.
7

0.
7

0.
7

0.
6

0.
5

0.
6

0.
5

0.
5

0.
5

0.
6

0.
6

0.
6

そ
の
他
の
雑
製
品

6.
5

6.
3

6.
3

5.
6

4.
9

4.
3

3.
8

3.
3

3.
3

2.
8

2.
7

2.
7

2.
4

2.
7

2.
3

2.
4

1.
9

1.
8

1.
6

1.
4

（
出
所
）

 K
or

ea
 S

ta
tis

tic
al 

Y
ea

rb
oo

k.
 1

99
2,

 T
he

 K
or

ea
n 

St
at

ist
ica

l A
ss

oc
iat

io
n 及
び

19
96

,2
00

0,
20

04
,2

00
8,

 N
at

io
na

l S
ta

tis
tic

al 
O

ffi
ce
に
基
づ
き
筆
者
作
成
。
商
品
の
訳
語
は
国
際
連
合

(1
98

4)
及
び

(2
00

0)
を
参
照
し
作
成
さ
れ
た
。

  (
注
）
(
*
)
 標
準
国
際
貿
易
商
品
分
類
（
改
訂
第
3
版
）
(

SI
TC

 R
ev

 3
)
に
基
づ
く
。

0.
2

0.
2

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
1

0.
2

0.
1

0.
4

0.
4

0.
3

0.
3

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
2

0.
1
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表4．貿易財産業における産業別の輸出比率（輸出の国内生産額(総供給引輸入及び関連する税）に占める割合）（％）

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005
貿易財産業 20.2 18.2 21.3 19.6 21.9 28.3 28.8
製造業 21.0 19.2 22.5 20.4 22.9 29.8 30.2
食料品・飲料・たばこ製造業 8.5 3.2 2.9 4.0 4.4 5.2 4.7
繊維工業，繊維製品製造業及び皮革・皮革製品製造業 37.0 37.7 43.3 47.0 47.0 49.2 33.8
木材・木製品（家具を含む）・紙製造業及び出版・印刷業(1) 21.0 14.9 5.6 5.2 5.3(1) 9.2(1) 9.3(1)

石油製品・石炭製品製造業及び化学工業 10.5 10.4 15.8 12.5 17.2 22.6 24.8
石油製品・石炭製品を除く非金属鉱物製品製造業 13.3 13.6 7.9 5.4 3.0 6.1 5.9
金属・金属製品製造業 17.4 25.8 24.0 15.9 13.6 16.7 15.4
機械器具製造業 9.8 10.7 7.4 19.2 15.2 22.5 25.0
電気・電子機械器具製造業 38.1 34.7 44.2 39.3 47.5 50.8 56.6
精密機械器具製造業 52.0 41.8 36.6 32.2 26.2 32.0 34.1
輸送用機械器具製造業 19.7 29.5 39.6 15.0 25.8 41.2 44.5
その他の製造業(2) 58.2 53.4 62.6 50.7 24.1(2) 29.7(2) 17.5(2)

鉱業，採石業(3) 12.4 5.6 2.8 3.2 1.8 2.6 1.8
電気・ガス・水道業(3) 0.3 0.7 0.5 0.4 0.2 0.2 0.1

産業連関表(4)の部門数 60 64 65 75 77 77 78
産業連関表(4)のコード番号

製造業 10～44 10～45 9～45 10～55 9～58 9～58 9～52
食料品・飲料・たばこ製造業 10～16 10～18 9～17 10～17 9～18 9～18 9～15
繊維工業，繊維製品製造業及び皮革・皮革製品製造業 17～20 19～22 18～22 18～22 19～23 19～23 16～18
木材・木製品（家具を含む）・紙製造業及び出版・印刷業(1) 21～24 23～25 23～25 23～26 24～26(1) 24～26(1) 19～21(1)

石油製品・石炭製品製造業及び化学工業 25～33 26～34 26～34 27～37 27～37 27～37 22～31
石油製品・石炭製品を除く非金属鉱物製品製造業 34 35 35 38～40 38～41 38～41 32～35
金属・金属製品製造業 35～38 36～39 36～39 41～44 42～45 42～45 36～39
機械器具製造業 39 40 40 45～47 46～47 46～47 40～41
電気・電子機械器具製造業 40～41 41～42 41～42 48～51 48～52 48～52 42～46
精密機械器具製造業 43 44 44 52 53 53 47
輸送用機械器具製造業 42 43 43 53～54 54～56 54～56 48～50
その他の製造業(2) 44 45 45 55 57～58(2) 57～58(2) 51～52(2)

鉱業，採石業 7～9 7～9 6～8 6～9 5～8 5～8 6～8
電気・ガス・水道業 47～48 48～50 46～48 56～58 59～60 59～60 53～54

（出所）韓国銀行ウェブサイト（章末ウェブサイトリスト番号3）に基づき筆者により産業連関表のコード番号で区分し作成された。
（注）(1)1995年，2000年，2005年には木材・紙製造業及び出版・印刷業。
            (2)1995年，2000年，2005年には家具・その他の製造業。
            (3)第2節におけるデータの利用制約のために，便宜上貿易財に区分した。
            (4)生産者価格評価表。

3.2貿易財産業における産業別の輸出比率 

 

本小節では，1975年から 2005年の 5年ごとの産業連関表に基づき，第 2節で貿易財産

業に区分した製造業と，便宜上貿易財産業に区分した鉱業，採石業及び電気・ガス・水道

業の輸出比率（輸出の国内生産額（総供給引輸入及び関連する税）に占める割合）を示す。

製造業には食料品・飲料・たばこ製造業や石油製品・石炭製品を除く非金属鉱物製品製造

業のように輸出比率の低かった産業がある（それぞれ 8.5%, 13.6%以下）（表 4）。他方，

繊維工業，繊維製品製造業及び皮革・皮革製品製造業（33.8%～49.2 %），電気・電子機械

器具製造業（34.7%～56.6 %），精密機械器具製造業（26.2%～ 52.0%），輸送用機械器具

製造業（15.0%～44.5 %）のように輸出比率の高かった産業がある。そのために製造業全体

の輸出比率は 19.2%～30.2%であった。鉱業，採石業及び電気・ガス・水道業の輸出比率は

それぞれ 12.4%，0.7%以下と低かった。製造業と鉱業，採石業及び電気・ガス・水道業か

ら構成される貿易財産業全体の輸出比率は，18.2%～28.8%であった。 
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表5. 貿易財・非貿易財産業における産業別の価格上昇率（年平均，％）

1973～2000年 1973～2007年
貿易財産業 8.6 6.6
製造業 8.0 6.1
食料品・飲料・たばこ製造業 9.3 7.9
繊維工業，繊維製品製造業及び皮革・皮革製品製造業 8.7 6.4
木材・紙製造業及び出版・印刷業 7.8 6.9
石油製品・石炭製品製造業及び化学工業 7.2 6.1
石油製品・石炭製品を除く非金属鉱物製品製造業 8.5 6.5
金属・金属製品製造業 8.0 7.6
機械器具製造業 5.8 4.7
電気・電子機械器具製造業 3.9 n.a.(1)(2)

精密機械器具製造業 4.3 n.a.(1)(2)

輸送用機械器具製造業 5.2 4.4
家具・その他の製造業 8.6 7.6

鉱業，採石業(3) 13.6 11.8
電気・ガス・水道業(3) 7.3 5.5

非貿易財産業 12.3 10.4
建設業 12.9 11.1
卸売・小売業，飲食店，宿泊業 9.2 n.a.(1)

卸売・小売業 8.1 6.8
飲食店，宿泊業 13.0 10.7

運輸業，倉庫業(4)及び通信業 8.5 6.6
運輸業，倉庫業(4) 8.8 n.a.(1)

通信業 3.6 n.a.(1)

金融仲介業 9.4 8.1
不動産業，物品賃貸業及び事業サービス業 15.0 12.4
公務及び国防，強制社会保障事業 15.5 13.5
教育 15.9 13.8
保健衛生及び社会事業 13.6 12.3
その他のサービス業 11.5 n.a.(1)

（出所）韓国銀行ウェブサイト（章末ウェブサイトリストの番号1）及び
      National Accounts of OECD Countries Volume IIa, 1995-2006 Detailed Tables. 2008.
      (OECD)に基づき筆者作成。
(注）(1) n.a. は「利用できず」を示す。
          (2)電気・電子機械器具製造業と精密機械器具製造業を合計した
    　　電気・光学機械器具製造業の1973～2000年と1973～2007年の価格上昇率は
    　    それぞれ4.0%，1.5％である。
          (3)第2節におけるデータの利用制約のために，便宜上貿易財に区分した。
          (4)第2節におけるデータの利用制約のために，便宜上非貿易財に区分した。

3.3 産業別の価格変化 

 

本小節では，1973～2007年の貿易財・非貿易財産業に属する産業における価格変化を示

す。1973～2000年の韓国銀行データと 2001～2007年のOECDデータには産業区分の違い

により継続して利用できない産業がある。そのため，1973～2007年の他に参考として 1973

～2000年の年平均価格上昇率を示す（表 5）。1973～2007年の貿易財産業の価格上昇率は，

それぞれ，製造業 6.1%，鉱業，採石業 11.8%，電気・ガス・水道業 5.5%，貿易財産業全

体 6.6%であった。製造業では，とりわけ電気・電子機械器具製造業，精密機械器具製造業

（前二者合計で 1.5%）及び輸送用機械器具製造業（4.4%）において価格上昇率は低かった。

非貿易財産業全体の価格上昇率は 10.4%であった。 
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おわりに 
 

Isard and Symansky (1996) 及び Ito, Isard, and Symansky (1999) における1973～1992年の韓

国の対米ドル実質為替レートの要因分解に倣い，本章は 1973～2007年の韓国の対米ドル実

質為替レートの要因分解を行った。1973～2007年に韓国の米国に対する相対的な非貿易財

の相対価格上昇は，実質為替レート増価の重要な説明要因となった。韓国の米国に対する

相対的な非貿易財の相対価格上昇の重要な要因は，韓国における非貿易財の相対価格の急

速な上昇であった。この背景には，商品輸出の大部分を占め，1975～2005年の 5年ごとの

輸出比率が約 2割から 3割であった製造業の非貿易財産業に対する相対的に緩やかな価格

上昇があった。製造業の中の，とりわけ電気・電子機械器具製造業，精密機械器具製造業

及び輸送用機械器具製造業における緩やかな価格上昇は，貿易財価格上昇を抑制した。 

 

 
                                                 
は非貿易財の実質生産量が貿易財と非貿易財の実質生産量の合計（כߙ及び外国のそれである）ߙ 1

に占める割合になる。 
 

2 韓国のサービス貿易における輸送の受取のサービス受取総額に占める割合は1980～2007年平均で
46.8%であった。サービス受取総額の輸出総額に占める割合は1980～2007年平均で16.7%であった。
また，1980～2005年の 5年ごとの運輸業，倉庫業の輸出比率（輸出の国内生産額（総供給引輸入及
び関連する税）に占める割合）は 33.7%，31.7%，26.2%，30.0%，43.1%，32.4%であった。 

 
3 1973～2007年の韓国における貿易財産業の相対的生産性上昇を明らかにできれば，韓国における
非貿易財の相対価格上昇に伴う実質為替レート増価がバラッサ＝サミュエルソン効果の現れであっ

た可能性は高まる。 
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